
訴えの併合・変更と出訴期間

―行政事件訴訟法２０条と判例理論に係る裁判例の動向―

田部井 彩

１ はじめに

取消訴訟の出訴期間については、２００４年の行政事件訴訟法改正によ
り、処分等があったことを知った日を基準とするそれが３カ月から６カ
月に延長されるとともに（１４条１項）、「正当な理由」があるときはこの
限りではない旨の規定が新設された（同条同項但書）。旧法下で短期にす
ぎるとの批判が強かった３カ月は不変期間であったため（旧１４条２項）、
当事者がその責めに帰することができない事由により当該期間を遵守で
きなかった場合は、その事由が消滅した後１週間以内に限り、訴訟行為
の追完が認められていたにすぎなかったのに対し（民事訴訟法９７条１項）、
２００４年の改正では６カ月を不変期間とする規定が削除されたうえ、「正
当な理由」があるときはその後も訴訟提起が可能とされたこと、また、
この「正当な理由」は、不変期間の場合の「当事者がその責めに帰する
ことができない事由」よりも広い概念とされていること等からも、上記
改正は取消訴訟の提訴可能性を高めるものであり、これによって国民の
権利救済の機会がより適切に確保されていくことが望まれる。
もとより、出訴期間の制限があることは取消訴訟の大きな特徴である

が、これは行政庁の処分が公共の利害にも関係するところが大きいた
め、その効力を長期間不安定な状態に置くことは避けるべきであるとす
る趣旨によるものであるから（１）、「正当な理由」により出訴期間経過後
の訴訟提起を認める場合にも、基本的にはこのような趣旨を損ねること
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があってはならないと言うべきである。「正当な理由」の具体的内容に
ついては、このような趣旨と今後の裁判例の蓄積も踏まえつつ、より議
論を深化させていく必要があろう。
ところで、出訴期間経過後の訴えの提起が許されるかという問題は、

既に２００４年改正以前より、しばしば訴えの併合ないし変更をめぐって存
在していた。原則として、訴えの変更（併合）に係る新訴（後訴）は、その
変更（併合）時点で出訴期間を遵守していなければならないが（民事訴訟法
１４７条および後掲ⓚ判決）、これを徒過している場合でも、一定の場合に
は、例外的に出訴期間を遵守したものとみなされることがある。その一
つは、行政事件訴訟法（以下「法」という）が置く、訴えの併合のうち一
定の場合に常に後訴が前訴提起時に提起されていたものとみなす旨の規
定（２０条。なお、この規定は２００４年改正でも何ら変更が加えられていない）に
該当する場合であり、今一つは、判例上確立した理論により例外が認め
られる場合（旧訴提起時にすでに新訴が提起されていたものとみなされる場
合）である。しかしながら、法２０条の適用範囲と、判例理論によって例
外が認められる場合とはいかなる場合かという点については、少なくと
も判例ないし裁判例上必ずしも明らかではないようであり、それぞれに
ついて議論もみられるところである。いずれも豊富な裁判例を中心とし
て成り立つこれらの議論を概観・整理しておくことは、上記「正当な理
由」（法１４条１項但書）の具体的内容を明確化するうえでも一定の意義を有
しうる作業であるように思われる。
そこで本稿では、以下の手順により当該作業を行うこととしたい。ま

ず、法２０条とその適用範囲に関連する裁判例の状況等を概観し⑵、次い
で、判例理論による出訴期間の救済につき、とりわけ訴えの変更に係る
旧訴が不適法なケースについての判例ないし裁判例を中心に検討する
⑶。そのうえで、両者を比較・検討し、上記「正当な理由」との関係に
ついても若干の考察を加える⑷。
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２ 法２０条による救済

⑴ 概 要
法２０条は、法１９条１項前段の規定により、処分取消訴訟をその処分に

ついての審査請求を棄却した裁決の取消訴訟に併合して提起する場合
は、同条後段が準用する法１６条２項の定めにかかわらず、処分取消訴訟
の被告の同意を得ることを要せず、また、その提起があったときは、出
訴期間の遵守については、処分取消訴訟は裁決取消訴訟を提起した時に
提起したものとみなす旨を定める。これは、法１０条２項が、原処分の違
法は処分取消訴訟においてのみ主張することができることとし、裁決取
消訴訟においてはただ裁決の固有の瑕疵のみを理由として争うべきもの
としたのに対し、なにが裁決の固有の違法かが明らかでないために、
誤って原処分の違法を理由として裁決取消訴訟を提起した原告の救済の
機会が失われることを防止する趣旨で設けられたものである（２）。すなわ
ち、裁決取消訴訟を提起後に原処分の違法を主張し得ないことを認識し
た原告が、原処分取消訴訟を追加的に併合することがありうるが（両者
は関連請求の関係にあり併合が可能である（法１３条３・４号））、その際原処
分取消訴訟の出訴期間を徒過していることが通常であろうから、原処分
取消訴訟は不適法となり併合が認められないことになってしまう。そこ
で法２０条は、裁決取消訴訟の提起時に原処分取消訴訟が提起されたもの
とみなすことにより、原告の救済を図っているのである（３）。

⑵ 原処分取消訴訟に裁決取消訴訟を併合する場合への類推適用
以上のように、法２０条は、法が原処分主義を採用したことによって生

じ得る原告への不利益を救済するため、裁決取消訴訟に原処分取消訴訟
を併合する場合に出訴期間の要件を特に緩和するものであるが、個別法
により裁決主義が採用されている場合にも本条の類推適用がありうる
か、すなわち、裁決主義が採られているにもかかわらず、誤って原処分

⑵ 杉本、前掲注１、６７―６８頁、９７頁。
⑶ 参照、宇賀克也『改正行政事件訴訟法〔補訂版〕』（青林書院、２００６年）８９頁。
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取消訴訟を提起してしまった原告が、裁決取消訴訟をその出訴期間徒過
後に追加的に併合提起した場合にも、法２０条の類推適用により裁決取消
訴訟が原処分取消訴訟提起時に提起されたものとみなしうるかについて
は議論が存在する。
この点、裁判例上は、地方税法に係る事案についてのⓐ大阪地判昭和

５１年９月１６日（行集２７巻９号１５７３頁）およびその控訴審のⓑ大阪高判昭和
５２年７月２０日（行集２８巻６＝７号６６０頁）が存在する。周知のように同法
は、固定資産税の納税者がその納付すべき当該年度の固定資産税に係る
固定資産について固定資産課税台帳に登録された価格に不服がある場
合、一定期間内に文書をもって固定資産評価審査委員会に審査の申出を
することができ（４３２条１項）、この決定に不服がある場合は、その決定
の取消訴訟を提起することができる（４３４条１項）旨を定める裁決主義の
立法例である（４）。当該事案において原告は、固定資産税の課税標準価格
の決定（原決定）に不服を持ち、地方税法４３２条１項に基づく審査申出を
したところ棄却決定を受け、原決定の取消訴訟を提起し、次いで審査申
出の棄却決定の取消訴訟を出訴期間徒過後に併合した。この点、ⓐ判決
は、法２０条「の立法趣旨を考慮し、かつ〔同〕法においては原処分主義
がとられ裁決主義が例外であるところから、本件の如く裁決主義が採用
されている場合においても誤って原処分の取消の訴を提起する者がある
ことが予想されるので、これらの者の救済を受ける機会を失わせないた
めに、原処分の取消の訴を提起した後に裁決の取消の訴を提起した場合
にも同条を類推適用すべきである」とし、またⓑ判決も、後訴は、前訴
が地方税法の採る裁決主義に反して「不適法であり、かつ後訴が提起さ
れたのは控訴人が本件審査決定の通知を受けた日から３カ月を経過した
後であるにしても、前訴が右の３カ月以内に提起されており、かつ後訴
提起の当時前訴がいまだ却下されるに至っていなかった本件の場合にお
いては、〔法〕１５条・２０条の類推適用によって、出訴期間内に提起され
た適法なものとして救済されるのが相当である」として、いずれも法２０
条の類推適用を認めた（５）。

⑷ 宇賀克也『行政法概説Ⅱ行政救済法〔第３版〕』（有斐閣、２０１１年）１３２頁。

訴えの併合・変更と出訴期間

５０９（１５８）



以上のⓐおよびⓑ判決を引きつつ、裁決主義を誤った場合にも同条の
類推適用があるとする立場は複数みられるが（６）、おそらく同条の特殊な
立法趣旨に鑑み、「行訴法２０条の原告による請求の追加的併合は、審査
請求等不服申立を棄却した裁決の取消訴訟の係続中に右不服申立によっ
て争われた原処分の取消請求…を併合する場合のみに関する」（７）とか、
「本条は、特別法において、いわゆる裁決主義をとり出訴の対象を裁決
に限っているものについては、無縁の規定である」（８）等の類推適用に消
極的と思われる見解も存在する。法２０条は確かに「特殊な目的に出た」（９）

ものであるから、類推適用を肯定する場合はこの点を十分に考慮するこ
とが必要であろう（１０）。
ところで、この問題をめぐっては、「原処分主義が採られているとき

に裁決取消しの訴えを提起しても不適法ではないのに対し、裁決主義が
採られているときの原処分取消しの訴えは当然に不適法なのであるか
ら、単純な裏返しの関係にあるわけではなく、類推適用の基盤を欠くも
のというべきであろう」とする明確な否定説が存在する（１１）。この見解は、

⑸ なお、ⓑ判決が法２０条とともに法１５条も類推適用していることにつき、
法解釈上の疑問を示す見解として、金子昇平・ジュリスト６６４頁１６８頁。一
方、ⓐ判決につき、裁決主義において「原告納税者が出訴に当り容易に陥
る錯誤は被告適格の点である」とし、法２０条よりも法１５条の類推適用によ
るべきとする見解として、福家俊郎・自治研究５４巻５号１４３―１４４頁。
⑹ 山村恒年＝阿部泰隆編『判例コメンタール〈特別法〉行政事件訴訟法』（三
省堂、１９８４年）２１１頁〔小林茂雄〕、渡部吉隆＝園部逸夫編『行政事件訴訟法
体系』（西神田編集室、１９８５年）３６８頁〔濱秀和〕、南博方編『条解行政事件訴
訟法』（弘文堂、１９８７年）５５７頁〔宍戸達徳・金子順一〕。
⑺ 矢野邦雄「請求の併合および変更」田中二郎＝原龍之助＝柳瀬良幹編『行
政法講座〈第３巻〉行政救済』（有斐閣、１９６５年）２８５頁。
⑻ 矢野邦雄「関連請求の併合とその問題点」鈴木忠一＝三ヶ月章監修『実
務民事訴訟講座８』（日本評論社、１９７０年）１９１頁。
⑼ 杉本、前掲注１、９７頁。
⑽ なお、同条の準用ではなく、後にみる判例理論により処理すべきとする
立場として、参照、山田二郎・石倉文雄『税務争訟の実務〔改訂版〕』（新日
本法規出版、１９９３年）３４５頁。
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前訴が不適法な場合には法２０条の適用がないことを前提としているよう
であるが、そのような場合に常に法２０条の適用が否定されるかという点
に関しては、必ずしも議論が一致していないように思われる。以下、項
を改めこの点を検討していくこととする。

⑶ 裁決取消訴訟が不適法な場合への適用
法１９条１項が定める原告による訴えの追加的併合は、ⅰ関連請求に係

る訴えであること、ⅱ取消訴訟の口頭弁論終結時までになされること、
ⅲ被告の同意があること（基本事件である取消訴訟が高裁継続中の場合の
み）のほか、ⅳ当初の訴えと関連請求にかかる訴えの双方が適法に提起
されたものであることが必要である。従って、前訴が不適法な場合はⅳ
の要件を欠くことになり、法１９条１項による訴えの追加的併合は認めら
れない。ただし、このような場合に後訴は却下されるのではなく、独立
の訴えとして扱われるというのが一般的な考え方のようである（１２）。
一方、法２０条は、後訴が不適法な場合（その併合提起時点で出訴期間を

遵守していない場合）であっても特定の場合には追加的併合提起を認める
ものであり、その限りではⅳの要件を緩和しうるものである。しかしな
がら、前訴が不適法な場合にも同条の適用により同じくこの要件が緩和
されるかという点については、多様な考え方が存在するようである。
① 肯定説
まず、その適用を肯定するものとしてⓒ名古屋地判昭和５１年４月２８日

（訟月２２巻６号１６７２頁）が存在する。名古屋中税務署長を被告として所得
税課税処分についての審査決定を争う訴え（前訴）を提起した後、名古屋
国税局長により同審査決定が取消されたため、訴状訂正により被告を名
古屋国税局長と改めたが、正しい被告は名古屋中税務署長であったた

⑾ 園部逸夫編『注解行政事件訴訟法』（有斐閣、１９８９年）３１２―３１３頁〔近藤崇
晴〕。同旨、南博方＝高橋滋編『条解行政事件訴訟法〔第３版補正版〕』（弘
文堂、２００９年）４２９頁〔市村陽典〕。
⑿ 旭川地判昭和５６年３月１９日（行集３２巻３号４０２頁）、渡部＝園部編、前掲注
６、３６７頁〔濱秀和〕、園部編、前掲注１１、３００頁〔近藤崇晴〕、南＝高橋編、
前掲注１１、４２３頁〔市村陽典〕等。
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め、同税務署長を被告として所得税更生処分を争う訴え（後訴）を前訴に
追加的併合した事案に係るものであり、以下のように述べて法２０条を適
用した。すなわち、前訴「はその提起後に被告名古屋国税局長によって
同訴訟の対象たる審査決定が取消されたため以後不適法な訴となり、そ
の結果として原処分の違法も主張できないことになった訳である。そこ
で原告としては、右審査決定取消後、訴を原処分取消の訴に変更すべき
であったところ、反対に被告を誤って、名古屋中税務署長から名古屋国
税局長に変更してしまったため、後に被告を名古屋中税務署長とする本
訴を追加的併合して提起するに至ったものであることが明らかである。
本訴は、右のような経過で〔前訴〕の係属中に追加的併合して提起され
たものであるから行訴法２０条の適用があると解するのが相当であり、
〔前訴提起時に〕提起されたものとみなされるから、出訴期間徒過の瑕
疵はないというべきである。これを実質的にみても、原告が〔前訴〕訴
提起以来一貫して求めていることは、…所得税課税処分の取消であり、
その違法と主張するところも同一の事由であると認められるのであっ
て、〔後訴〕が出訴期間を経過している旨の被告の主張は理由がないも
のである」。
本件は「特異な経緯の事案」（１３）であるから、先例としての位置づけに

議論の余地はあるとしても、以上の判示を踏まえ、前訴「が不適法なも
のであっても、…それが却下されるまでの間に追加された原処分の取消
しの訴えについても〔法２０条〕が適用される」（１４）とか、「裁決取消しの訴
えが不適法な場合にも、その口頭弁論終結時までに原処分取消しの訴え
を追加して併合提起した場合には〔法２０条〕が適用される」（１５）等の考え
方が存在する。
② 否定説
一方で、「裁決取消しの訴えが不適法であるときは、１９条１項前段の

併合要件を欠き、新訴は独立の訴えとして扱われる…から、旧訴がまだ

⒀ 園部編、前掲注１１、３１１頁〔近藤崇晴〕。
⒁ 山村＝阿部編、前掲注６、２１０頁〔小林茂雄〕。
⒂ 南編、前掲注６、５５６頁〔宍戸達徳・金子順一〕。
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却下されず、外観上請求が併合された状態にあったとしても…、〔法２０
条〕の適用はないものと考えるべきであろう」（１６）とする見解が存在し、
同様の趣旨により法２０条の適用を否定する裁判例もみられる。
すなわち、ⓓ東京地判平成１１年７月８日（税資２４４号５頁）は、法人税額

等の更正通知書及び加算税の賦課通知書に基づく課税処分につき、東京
国税不服審判所長を被告とし、同被告のなした裁決の取消しを求める訴
え（前訴）を提起した後、被告を麹町税務署長に変更したうえで、同課税
処分の取消しを求める訴え（後訴）を法１９条に基づき追加的に併合提起し
た事案につき、前訴については「被告適格を欠く者に対する不適法な訴
え」であるとした上で、「法１９条による請求の追加的併合が認められる
ためには、基本となる取消訴訟が適法であることを要すると解されると
ころ、〔前訴〕が不適法な訴えであることは前記…のとおりであるから、
〔後訴〕の出訴期間の遵守についても、…法２０条を適用して、〔前訴提
起時〕に…提起されたものとみなす余地はない」とした。
また、法人税重加算税等の賦課決定（原処分）に係る異議決定の取消訴

訟（前訴）がすでに出訴期間を徒過して提起された後、原処分の取消訴訟
（後訴）がやはり出訴期間徒過後に追加的に併合された事案に係るⓔ鳥取
地判平成４年３月３日（訟月３８巻１０号１９６０頁）において、原告は、法２０条
「の立法趣旨からすれば、従前の裁決取消の訴えが適法であることを要
するとの制限を付する根拠はない」等として、法２０条後段の適用により
後訴が前訴提起時に提起されたものとみなされる旨主張したが、判旨は
以下の通り述べ、同条後段の適用はなく出訴期間を徒過したものとして
後訴を却下した。すなわち、法２０条「後段は、〔後訴〕の出訴時期につ
いてのみ〔前訴〕提起時まで遡ることを規定しているにすぎないのであっ
て、出訴期間の遵守につき特別に救済する趣旨の規定であるから、〔前
訴〕自体について出訴期間が遵守されていることが右規定適用の当然の
前提となっているというべきである。原告の解釈によれば、右規定によ
り〔前訴〕の出訴期間の誤りについてまで救済してしまうこととなるが、
右解釈は右規定の前記趣旨を逸脱することになって採用できない」。

⒃ 園部編、前掲注１１、３１１頁〔近藤崇晴〕。
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⑷ 若干の検討
以上のように、個別法によって裁決主義が取られているケースで、原

処分取消訴訟に裁決取消訴訟を併合する場合や、前訴が不適法な場合に
も法２０条の適用がありうるかという問題に関しては、多様な立場が存在
し、とりわけ後者の問題は、裁判例の立場も一致していないようであ
る。このことは、一方では事案に応じてその適用の有無を柔軟に判断す
ることで、原告に救済の機会を適切に付与することにも繋がりうるが、
他方では法２０条の適用範囲を極めて不明確なものにしていると言わざる
をえない。
ところで、以上のような状況においては、さしあたり後者の問題に係

る裁判例の立場（前掲ⓒ～ⓔ判決）を整理することが必要であるように思
われる。この点、法２０条が定める場合以外においても、判例上、出訴期
間遵守の基準を遡らせる理論が存在しており、そこでの議論を参照する
ことは、上記の整理に何らかの視座を提供しうるものと思われる。そこ
で次にこの問題についてみていくこととする。

３ 判例理論による救済

⑴ 概 要
法２０条は、訴えの併合の特定の場合に常に出訴期間遵守の基準を前訴

提起時とするものであったが、これ以外の場合でも、訴えの併合（変更）
に係る前訴（旧訴）提起時が出訴期間遵守の基準とされる場合がありう
る。すなわち、「変更前後の請求の間に訴訟物の同一性が認められると
き、又は両者の間に存する関係から、変更後の新請求に係る訴えを当初
の訴え提起の時に提起されたものと同視し、出訴期間の遵守において欠
けるところがないと解すべき特段の事情があるとき」は、旧訴提起時が
基準となるというもので、「訴えの変更は、変更後の新請求については
新たな訴えの提起にほかならないから、右訴えにつき出訴期間の制限が
ある場合には、右出訴期間遵守の有無」は「右訴えの変更の時を基準と
してこれを決しなければならない」という原則に対する例外として、判
例上定着をみた理論である（ⓕ最判昭和５８年９月８日判時１０９６号６２頁）（１７）。
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この「特段の事情」の具体的内容は明示されていないが、同理論に基づ
き例外を肯定したものとして、ⓖ最判昭和３１年６月５日（民集１０巻６号
６５６頁）、ⓗ最判昭和３７年２月２２日（民集１６巻２号３７５頁）、ⓘ最判昭和６１年
２月２４日（民集４０巻１号６９頁）、否定したものとして、ⓙ最判昭和５８年７
月１５日（民集３７巻６号８６９頁）および前掲ⓕ判決が存在する。いずれにおい
ても、例外該当性の有無の判断にあたり、事案の性質に応じた様々な要
素が考慮されており、そこから抽出しうる例外肯定要件についても、多
様な理解がみられる（１８）。
ところで、一般的に、訴えの併合においては前訴が適法なものである

ことが要件であるのに対し、訴えの変更においては旧訴の適法性は必ず
しも要件ではないとされているが（１９）、上記判例理論により出訴期間遵守
の基準の例外を認めるためには、訴えの変更に係る旧訴が適法に提起さ
れたものでなければならないという議論がみられる（２０）。おそらく、変更
後の訴え「を変更前の訴え提起時から提起されていたものと同視する例
外的取扱いを認めるためには、少なくとも変更前の訴えは適法に提起さ
れている必要がある、という判断に基づくもの」（２１）と思われるが、以下
ではこの点を検討するため、まずは最高裁判決の状況から見ていくこと
としたい。その際、上記ⓕ～ⓙ判決のうち、とりわけ訴えの変更が行わ
れた時点で旧訴が不適法なものになっていた事案に係るⓘ判決と、上記

⒄ なお、最高裁はこの問題につき訴えの変更と追加的併合を特段区別して
いないようである（園部編、前掲注１１、３０８頁〔近藤崇晴〕）。
⒅ 例えば、ⓖ判決からは、旧訴と新訴において共通の違法事由が主張され
ていること、ⓗ判決からは、前訴提起時に後訴の請求について争う意思が
実質的に表明されていたことという例外肯定要件がそれぞれ抽出され得る
が、前者は新訴と旧訴が手続的連続性を有する場合の要件であるとする見
解（泉徳治・法曹時報３８巻７号１７２頁以下、時岡泰「訴えの変更と出訴期間」
行政判例百選Ⅱ〔第３版〕４１２頁）と、前者は後者の一部をなすものと考え
るべきであるとする見解（中西又三・判例評論３４４号１７頁）とが存在する。
⒆ 秋田地判昭和６０年１０月１４日行集３６巻１０号１６９９頁、園部編、前掲注１１、３０５
頁〔近藤崇晴〕、南＝高橋編、前掲注１１、４２５頁〔市村陽典〕。
⒇ 中西、前掲注１８、２４頁、高野修・アルテスリベラレス４３号１２４頁等。
21 大橋真由美・自治研究７６巻１１号１２５頁。
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原則を示したとされるⓚ最判昭和２６年１０月１６日（民集５巻１１号５８３頁）を取
り上げることとする。

⑵ 最高裁判決
① 各判決の概観
まず、出訴期間遵守の有無は訴えの変更時を基準とするという「原則」

を示したⓚ判決は、その要旨において、「行政処分の取消又は変更を求
める訴において、請求を変更し、あらたに行政処分の取消を求めること
のできるのは、その行政処分についての出訴期間内でなければならな
い」と述べた。ただし、同判決は、当初取消訴訟の対象とならない行為
（農地買収計画に係る再審議陳情に対する決定）を対象とする不適法な取消
訴訟を提起し、後に取消訴訟の対象となる行為（訴願裁決及び買収計画）
を対象とする適法な取消訴訟に変更した事案に係るものであるため、
「新訴についての出訴期間は、新訴の対象となった行政処分についての
出訴期間であることは当然である」（２２）。また、上記原則のみを明示した
にすぎず「特段の事情」による例外の可能性には何ら言及していないた
め、旧訴が不適法であったために出訴期間遵守の例外が認められなかっ
た事例として直ちに位置づけることも本来適切ではないように思われ
る。もっとも、同判決は、後に形成される判例理論とも矛盾しないもの
と考えられるため（２３）、本稿においても次に述べるⓘ判決と共に扱って議
論を進めることとする。
次に、出訴期間遵守の基準の例外を認めたⓘ判決は、訴えの変更の時

点で旧訴が不適法なものとなっていたケースに係るものである。すなわ
ち、土地改良事業における一時利用地指定処分の取消しを求める訴えを
提起後、当該一時利用地をそのまま換地とする旨の換地処分がなされ、
その出訴期間徒過後に当該換地処分の取消しの訴えに交換的に変更した
事案に係るものであり、新訴提起時には旧訴は訴えの利益を欠くものと

22 豊水道祐「訴えの変更」行政判例百選Ⅱ（有斐閣、１９７９年）３９５頁。
23 ⓚ判決がⓖ判決と矛盾するものでないことにつき、豊水、前掲注２２、
３９５―３９６頁。なお、参照、高野、前掲注２０、１２３頁。
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なっていた。原告が変更の前後を通じて処分取消事由として主張したの
は、従前地と本件土地が照応しない旨であったが、ⓘ判決は、一時利用
地指定処分が「本件土地を将来…換地とすることを予定し、実質上本件
換地処分がなされたと同様の使用収益関係を本件土地上に設定した処分
であ」り、「照応の原則に違反することを理由に提起された本件一時利
用地指定処分の取消しの訴えは…将来行われるべき本件換地処分に対す
る不服の表明としての性格をも有する」として、新訴を旧訴提起時から
提起されていたものとした。
このように、ⓘ判決は、旧訴の適法性ないし違法性というよりも、む

しろ旧訴に新訴の対象たる処分への不服の表明が含まれていたことを考
慮して出訴期間遵守の例外を認めたものである。したがって、その限り
では、旧訴の適法性という考慮要素の位置づけそのものが、ⓚ判決と異
なっているようにも思われる。しかしながら、ⓚ判決とⓘ判決にはなお
注目すべき相違点がみられるように思われるため、この点を次に検討す
る。
② 若干の検討
以上の各最高裁判決からは、出訴期間遵守の例外を認めるに際しての

旧訴の適法性という要素について、以下の点を指摘することができる。
第一に、「旧訴が不適法な場合」と一口に言っても、その時点や原因

が多様であるため、場合分けの必要があることである。以上に見た各判
決においては、さしあたり、前者につきⅰ旧訴提起時において既に不適
法であった場合と、ⅱ旧訴提起時は適法であったが新訴提起時に不適法
となるに至った場合が、また後者については、旧訴を不適法にならしめ
た原因をⅲ専ら訴訟要件を遵守しなかった原告側のミスに求めうる場合
と、ⅳ行政によって後続の行政処分がなされるなど、原告にとって不可
抗力的な要因に求めうる場合が存在するように思われる。そして、ⓚ判
決はⅰ＋ⅲのタイプであるのに対し、ⓘ判決はⅱ＋ⅳのタイプであり、
前者はともかく後者のような場合にまで原告に救済の機会を与えないと
いうのはあまりに酷であるように思われる。その限りでは、出訴期間遵
守の基準をそれぞれ新訴提起時、旧訴提起時とした両判決の結論には一
定の合理性が認められる。一方で、少なくとも理念型としては想定しう
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るⅱ＋ⅲやⅰ＋ⅳのタイプがどのように判断されるかは、以上の最高裁
判決から必ずしも明らかではないものと思われる。
第二に、先述の通り、出訴期間遵守の基準の例外を認めるために旧訴

の適法性が必要であるという議論が、「変更前の訴え提起時から提起さ
れていたものと同視する」以上「変更前の訴えは適法に提起されている
必要がある」という考えに基づくものであるとすれば（２４）、この議論が想
定する「旧訴の適法性」とは、すなわち旧訴の提起時点での適法性とい
う意味合いが大きいように思われる。先の第一の点に引き付けて言うな
らば、旧訴の適法ないし違法性が判断される時点（ⅰとⅱの区別）が重要
視されていることになり、また、このような意味での「旧訴の適法性」
は、確かにⓚ判決およびⓘ判決の結論を分かつ要素として機能している
ように思われる。一方、当該議論において旧訴不適法の原因（ⅲやⅳの
要素）がどれほど考慮されているか（ないしはされるべきであるか）につい
ては、なお検討を要するように思われる。
以上が最高裁判決の状況であるが、次に、訴えの変更に係る旧訴が不

適法な場合に出訴期間遵守の例外を認めた下級審の裁判例を概観する。
その際、旧訴不適法の具体的内容については第一の点で述べたⅰ～ⅳの
場合分けに基づいて検討することとする。

⑶ 下級審判決
まず、ⓛ秋田地判昭和６０年１０月１４日（行集３６巻１０号１６９９頁）は、土地改

良事業における一時利用地の指定処分の取消しを求める訴えを提起後、
当該一時利用地を換地とする換地処分がなされたため、当該換地処分の
取消しを求める訴えに交換的に変更された事案に係るものであり、前述
の分類のうちⅱ＋ⅳのタイプにあたるものである。被告は、①換地処分
がなされたことにより旧訴は不適法な訴えとなったから、その不適法な
旧訴を新訴に変更することは許されず、②新訴が出訴期間を経過した後
の訴えであるから、新訴の提起としては勿論のこと、訴えの変更として
も不適法である旨主張したが、①については「旧訴が訴え提起時から不

24 大橋、前掲注２１、１２５頁。
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適法であつたというのなら格別、訴え提起後にそれが不適法となったと
しても、いまだ訴えが却下もしくは棄却されず訴訟が係属している以
上、訴えの変更は適法にこれをなし得るものと解するのが相当である」
とし、②については「旧訴と新訴との間に事実上の関連性があり、その
請求の基礎に変更がないと認められ…、しかも本件指定処分と本件換地
処分とが同一の土地についてなされ、同一の違法事由を帯びているとい
うのであり、かつ換地処分がなされた当時旧訴は係属していたのである
から、訴えの変更が出訴期間内になされなかったとしても、出訴期間遵
守の点において欠くるところはない」とした。このような同判決につい
ては、「変更後の訴えについて出訴期間遵守に関する例外を認めるため
には、変更前の訴えが適法に提起されたことが必要」で「あることを前
提に判断を下している」との理解も存在する（２５）。
一方、ⓜ東京高判昭和６１年３月３１日（判時１１８６号５０頁）は、仮換地指定

処分の取消しの訴えを出訴期間徒過後に換地処分取消しの訴えに交換的
に変更した事案に係るものであるが、旧訴は本人訴訟であり、またその
提起前に既に新訴の対象たる換地処分がなされていた。この点、原審
（静岡地判昭和５９年１１月２９日判時１１８６号５３頁）は、土地区画整理法上、仮換
地指定処分と換地処分は「その目的を異にする独立した処分であるから、
両者が実質において同一の処分であるとか、同一の手続を構成する処分
であるとかいうことはでき」ず、また換地処分がなされ、仮換地指定処
分が失効したことにより、旧訴が訴えの利益を欠く不適法なものであっ
たことも考慮し、新訴は出訴期間経過後に提起された不適法なものであ
るとして却下した。これに対しⓜ判決は、本件仮換地処分は「本件土地
を将来本件従前の土地の換地とすることを予定し、実質上本件換地処分
がなされたと同様の使用収益関係を本件土地上に設定した処分であ」り、
旧訴は「本件土地を換地として将来行われるべき本件換地処分に対する
不服の表明としての性格をも有するものということができる」として、
新訴が旧訴提起時に提起されていたものと同様に取扱うべきであるとし
た。さらに、ⓜ判決は続く括弧書きにおいて、「もっとも、本件におい

25 大橋、前掲注２１、１２５頁。
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ては、控訴人が本件仮換地指定処分の取消しの訴えを提起した時には既
に本件換地処分がなされており、直ちに本件換地処分の取消しの訴えを
提起し得る状態にあったといえる」が、①仮換地指定処分についてなさ
れた審査請求に対する裁決書謄本が控訴人に送達されたのと本件換地処
分がなされた日が同一であること、②旧訴が本人訴訟としてその出訴期
間内に提起されていたこと、③換地処分に対しては不服を申し立てる意
向が控訴人になかったとは認められないこと等に照らせば、前記のよう
に出訴期間の遵守に欠けるところがないものと解する妨げにはならない
とした。とりわけ①のような事情に鑑みれば、本件はⅰ＋ⅳのタイプに
該当するものと思われる。
ⓝ仙台高判平成１０年６月２４日（判時１６８１号９７頁）は、自己の保有する土

地を含む換地計画に不服を持ち、異議申立てを行った原告が、その一部
を却下、その余を棄却する決定を得、これに対する取消訴訟を提起した
後に、同計画にもとづく換地処分の取消訴訟にその出訴期間徒過後に交
換的に変更した事案であり、旧訴提起時には既に換地処分がなされてい
たというものである。従って、ⓜ判決と同様にⅰ＋ⅳのタイプに該当す
るとも言え、また原告が旧訴提起の１カ月余前に既に換地処分の通知を
受領していたことからすればⅰ＋ⅲのタイプに近いとも言えるものであ
る。この点、原審（仙台地判平成９年７月２８日判時１６８１号９９頁）は、新訴の
出訴期間の遵守の有無を訴えの変更時を基準とする原則の例外が認めら
れるためには「変更前の訴えが、少なくともその提起時点においては適
法なものであったことを要し、変更前の訴えがその提起の当初から不適
法なものである場合は…却下を免れ〔ず〕右の例外には当たらない」と
し、本件における旧訴は、その提起時点で既に訴えの利益を欠く不適法
なものであるため「これについて出訴期間遵守の効力が生じる余地はな」
く特段の事情は認められないとした。これに対しⓝ判決は、旧訴が「出
訴期間内である〔平成７〕年４月２６日に提起された訴えであるところ、
ただその提起前である同年２月１日付で…本件換地処分がなされ、その
通知が同年３月５日…に〔原告のもとに〕到達したために、…その利益
を欠く結果となったにすぎず、その他の訴訟要件には欠けるところがな
かった」とし、旧訴が不適法であったことを限定的に考慮したうえで、
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新訴「における換地処分に対する不服と同一の事由が既に〔旧訴〕の請
求原因として主張されていたことに照らすと、…本件換地処分を争う意
思が実質的には〔旧訴〕提起の時に既に表明されていたものと解するを
妨げない」等として、新訴が旧訴「提起の時から提起されたものと同様
に取り扱うのを相当と」するとした。

⑷ 最高裁判決と下級審判決
以上、最高裁判決および下級審判決を概観してきたが、とりわけ下級

審判決の中には、特殊な経緯や性質を持つものも含まれているため、並
列的な理解や単純な一般論化は不可能であるし、旧訴の適法性ないし違
法性そのものが例外を認めるうえで考慮される度合いも、事案によって
バラつきが見られることには注意しなければならない。その上で、これ
までの概観を前提にすれば、以下の点を指摘することができる。
まず、旧訴が不適法となった時点は、下級審判決においても重要視さ

れているように思われる。とりわけⓛ判決およびⓝ判決原審はこの点を
明示するものであり、先の場合分けで言えば、ⅰではなくⅱに該当する
ような場合には出訴期間遵守の基準の例外を認めうるとの考えに基づく
ものであることがうかがえる。
一方、この点に関してはⓝ判決原審の判示内容も注目されるところで

ある。すなわち、「変更前の訴えがその提起の当初から不適法なもので
ある場合…にまで、出訴期間の遵守に欠けるところがないと解するので
あれば、段階的な手続における行政処分の相手方は、その行政処分が既
に行われているか否かに意を用いることなく、とりあえずこれに先行す
る何がしかの手続を争う訴えを提起しておきさえすれば、それがたとえ
違法な訴えであっても、後日訴えの変更の方法により当該行政処分の取
消しをいつまでも求めることができることとなりかねず、極論すれば、
第一審で当初の訴えが長期間の審理の末不適法として却下された場合で
さえ、控訴して訴えを変更して改めて当該行政処分の効力を争うことす
ら可能となりかねないが、このような結果は、わざわざ処分を知った日
を起算日として出訴期間を制限し、しかもこれを不変期間として行政処
分の法的安定を早期に図ろうとした行政事件訴訟法１４条の趣旨に反する
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ものといわざるを得ないからである」というものであるが、ここにおい
てはⅰのような場合にまで例外を認めるべきでない旨が強調されている
ように見える一方で、仮にⅰの場合にも例外を認めると、一定のⅲのよ
うな場合にも例外が認められうることへの懸念が示されているようにも
思われる。すなわち、出訴期間遵守の例外を認めるにあたり、旧訴が不
適法となった「時点」が重要視される理由として、旧訴を不適法ならし
めた「原因」は何かという視点（ⅲおよびⅳの場合分け）が持ち出されて
いるようにも読めるのである。その限りでは、より実質的にはⅲおよび
ⅳの場合分けもまた考慮されており、ⅲのような場合にまで例外を認め
るべきではないとの考え方も含まれていると見ることも可能であろう。
このような見方は、出訴期間遵守の基準の例外を認めたⓘおよびⓛ～ⓝ
判決が、いずれもⅳの要素を持ちうるという点で共通しているのに対
し、ⅰⅱの場合分けについてはⅰに属するものとⅱに属するものに分か
れていることとも矛盾しないように思われる。
そうすると、以上の最高裁および下級審判決からは、旧訴が不適法な

場合のうちとりわけⅰ＋ⅲのタイプは判例理論による例外が認められに
くく、逆に、何らかのⅳの要素を持ちうる事案については例外が認めら
れやすい傾向が見受けられるように思われる。

４ 法２０条と判例理論

以上の考察を踏まえ、法２０条に係るⓒ～ⓔ判決を今一度検討すると、
以下の各点を指摘することができる。
第一に、判例理論において試みたように、法２０条における前訴が不適

法なケースについても、その具体的内容によって場合分けを行うことは
可能であるように思われる。さしあたり、ⅰ～ⅳの基準（前述３⑵②）を
ここでも用いるならば、ⓒ判決は、前訴の提起後にその対象が行政に
よって取消された結果、違法な訴えとなったという点において、ⅱ＋ⅳ
のタイプであるのに対し、ⓓおよびⓔ判決はⅰ＋ⅲのタイプに分類する
ことができる（２６）。そして、ⓒ判決では法２０条の適用が肯定され、ⓓ・ⓔ
判決では否定されたが、ⅳの要素を持つ前者は、判例理論においても出
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訴期間遵守の例外が認められやすいタイプであるのに対し、後者は認め
られにくいタイプであった。そうすると、ⓒ～ⓔ判決は、原告への救済
の機会の付与の有無という点で、３でみた判例理論の傾向に沿うものと
言うことができよう。したがって、法２０条の前訴が不適法な場合に係る
裁判例においてもまた、判例理論と同様、より実質的な観点から原告に
救済の機会の付与の有無が判断されているという傾向をうかがうことが
できる（２７）。
しかしながら第二に、法２０条と訴えの交換的変更では、本来の前提が

大きく異なっていることに注意しなければならない。すなわち、法２０条
は、訴えの併合に係る一場合に関する規定であるから、前訴が適法なも
のであることが必要であるのに対し、訴えの交換的変更に関しては旧訴
が適法であることが必ずしも必要ではないという点である。後者につき
仮に旧訴が不適法な場合に出訴期間遵守の例外を認めるとしても、本来
の訴えの交換的変更のあり方そのものに回帰するにすぎないから、前提
を崩すことにはならないのに対し、法２０条の場合は、前訴が不適法な場
合にもその適用を認めてしまうと、本来の前提と矛盾することになり得

26 ⓒ判決とⓔ判決につき、「審査庁の行為により訴えの対象が消滅し、事後
的に訴えが不適法になった場合と、専ら〔原告〕の責めに帰するべき事由
により出訴期間を徒過し、当初から訴えが不適法であった…場合とを同列
に論じることはできないであろう」と指摘するものとして、池本征男・訟
務月報３８巻１０号１９６４頁。
27 なお、裁決主義を誤った場合への法２０条の類推適用の有無については別
途検討が必要であるが、このような場合も前訴が不適法な場合であるとし
て、仮に同様の観点からの整理を試みるならば、ⅰおよびⅱの場合分けに
ついては、ⅰのタイプに該当することがほぼ明白であるのに対し、ⅲおよ
びⅳの場合分けについては、いずれのタイプに該当するものであるか微妙
なところかもしれない。裁決主義を採る立法例の中には複雑な争訟方式を
規定するものも見られるため、単純に原告のミスと割り切ることは原告に
とって酷なケースもありえよう。一方、そうであるとは言え、やはりⅳの
タイプに該当するものとまでは言うことができず、むしろⅲの要素が強い
と見るならば、法２０条の類推適用を否定したほうが、他の裁判例との整合
性はとりやすいであろう。
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る。その限りでは、第一の点のように、法２０条と判例理論に係る裁判例
を同一の観点から整理し得ること自体が、そもそも矛盾を孕んでいると
言わざるを得ない。
一方、第三に、以上に概観してきた法２０条および判例理論に係る裁判

例の状況は、法１４条１項但書の「正当な理由」の有無に関する議論にお
いても少なからず参考になるように思われる。法２０条における前訴が不
適法なケースと、判例理論における訴えの変更に係る旧訴が不適法な
ケースに係る裁判例においては、いずれも原告にとって不可抗力的な要
因によって訴訟要件を欠くこととなってしまった場合には、原告に救済
の機会を付与すべく、出訴期間遵守の基準を前訴ないし旧訴提起時に遡
らせようとする傾向が見られた。このような要因がある場合に「正当な
理由」があると解することは、基本的に無理なく成りたちうる解釈論で
あるように思われる。今後は、とりわけ従来判例理論によって処理され
てきたケースが法１４条１項但書によってどのように処理されうるかとい
う問題を含め（２８）、裁判例と議論の蓄積が待たれるところである（２９）。

５ むすびにかえて

以上、訴えの併合および変更における出訴期間の救済について、法２０
条および判例理論に係る裁判例の整理と概観を中心に行ってきた。とり
わけ、法２０条および判例理論によって、出訴期間遵守の有無の基準時が

28 従来判例理論によって処理されてきたケースにつき、「前の訴訟の結果を
みなければ、別訴の提起についての判断が客観的に困難だったような場合
には、判例のような複雑な論理操作を経なくても、端的に正当な理由あり
と判断される場合があるように思われる」旨の指摘をするものとして、参
照、斎藤浩『行政訴訟の実務と理論』（三省堂、２００７年）１２５頁。
29 固定資産税をめぐる訴訟において、後訴の出訴期間徒過後に訴えの選択
的追加的併合がなされたケースにつき、「正当な理由」を認めたものとして、
参照、東京地判平成２２年９月２９日（判時２１０８号３８頁）。なお、同判決に係る
拙稿・自治研究８９巻７号１２５頁以下は本稿執筆の契機となったものであるこ
とをここにお断りしたい。
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前訴（旧訴）提起時とされうる場合と、前訴（旧訴）の違法性の関係につい
ては、従来の議論上必ずしも明確にされない部分が存在してきたように
思われるが、本稿は、判例理論に関する裁判例について若干の場合分け
を試みたうえで、その傾向を検討し、また、これを参照しつつ、法２０条
に係る裁判例の傾向と問題点の整理を試みたものである。
本稿において検討した判例ないし裁判例においては、訴えの併合（変

更）に係る後訴（新訴）が出訴期間を徒過し、かつ、前訴（旧訴）が不適法で
あったとしても、より実質的な観点から原告に救済の機会を与えようと
する傾向がみられた。このような傾向は、今後の出訴期間制度の運用に
おいて、何らかの示唆を与えうるものと思われる。
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